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第１章 計画策定の趣旨等 

１ 計画見直しの趣旨 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だけではな

く、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などのさまざまな社会的要因があることが

知られています。自殺に至る心理としては、さまざまな悩みが原因で追い詰められて自殺以外の

選択肢が考えられない状態に陥ったり、社会とのつながりの減少や生きていても役に立たないと

いう役割喪失感から、また、与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機的な状態

にまで追い込まれてしまう過程と見ることができます。 

平成１０年以降、日本の自殺者数は１４年間連続で毎年３万人を超えていました。平成１８年

に国が策定した「自殺対策基本法」が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自

殺は広く「社会問題」と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が総合的に推進された結果、

自殺者の年次推移は減少傾向となり、着実に成果を上げています。 

 しかし、我が国の自殺死亡率は、主要先進７か国の中で最も高く、自殺で亡くなる人数の累計

は毎年２万人を超える水準で積み上がっているなど、非常事態はいまだ続いていると言わざるを

得ません。さらに新型コロナウイルス感染症の流行により自殺の要因が変化し、令和４年には自

殺者の総数が前年よりも上回りました。 

 こうした中、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指して、平成２８年４月に

「自殺対策基本法」が改正され、自殺対策が「生きることの包括的な支援」として実施されるべ

きこと等が基本理念に明記されるとともに、自殺対策の地域間格差を解消し、誰もが等しく支援

を受けられるよう、すべての自治体に自殺対策の策定が義務付けられました。 

 これらの背景を踏まえ、中富良野町では、町民一人ひとりがかけがえのない「いのち」の大切

さを考え、人と地域の絆を強めて行く中で、「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減

らし、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やすことで「誰も自殺に追い込ま

れることのない社会」の実現を目指し、中富良野町いのちを支える自殺対策計画を引続き推進し

ていきます。 

  

２ 計画の位置付け 

 本計画は、平成２８年に改正された自殺対策基本法に基づき、国の定める自殺総合対策大綱の

趣旨を踏まえて、同法第１３条第２項に定める「市町村自殺対策計画」として策定するものです。 

 

３ 計画の推進期間 

 国が自殺対策の指針としている自殺総合対策大綱は、おおむね 5年に一度を目途に改定が行わ

れています。令和 4年の10 月には新たな自殺対策計画が策定されて、今後 5 年間で取り組むべ

き施策が位置づけされました。こうした国の動きや自殺実態、社会状況等の変化を踏まえる形で、

5 年に一度を目安に内容の見直しを行うこととし、推進期間を令和 6年度から令和１０年度まで

の 5 年間とします。
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４ 前回の計画の評価と今回の目標 

 前回計画の数値目標は、２０２６年までに自殺死亡率を平成２７年の１８．５と比べて、３０%

以上減少させる（１３．０以下にする）ことを目標としています。また、北海道でも平成１９年

から平成２８年までの１０年間で約３３%減少した実績を踏まえ、平成２８年の１７．５と比較

して、２０２６年までに３０%以上減少させる（１２．１以下にする）ことを目標としています。 

 本町は、人口規模が小さいために、自殺死亡率は変動幅が大きくなりがちです。そのため、５

年間の標準化死亡比を目標として掲げます。 

 標準化死亡比とは、本町年齢別死亡者数を、北海道の年齢構成に換算して当てはめた際に予想

される死亡数を算出し、実際の死亡数と比較した値です。そのため、算出された標準化死亡比が

１００を超える場合は、北海道の水準に比べて死亡数が多い状況にあることを示しています。 

 前回の計画作成時の標準化死亡比の現状値は２１５．３と１００を倍以上上回っておりました。

今回の現状値が１８５．０であるため緩やかではありますが前回計画時より減少傾向となってお

ります。ですが、国や道と比較すると、依然として高い状態であるため警戒が必要な状況です。 

 この計画では、目標年度である令和１０年度には北海道の水準を上回らないことを目標とし、

具体的には令和６年～令和１０年における標準化死亡比が１００以下となることを目指します。 

 

【目標】 

前回値 

(平成 18 年～平成２７年) 

現状値 

（平成25 年～令和４年） 
北海道 

死亡数(人) 標準化死亡比 死亡数(人) 標準化死亡比 標準化死亡比 

２２ ２１７．３ １６ １８５．０ １０３．２ 

                         資料：北海道健康づくり財団統計 

 

今回目標値 

（令和 6 年～令和 10 年） 
目標設定の考え方 

１００以下 前回を同様に北海道の水準を上回らない 
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第２章 中富良野町の自殺をめぐる現状 

 

第１節 中富良野町における自殺をめぐる現状の分析 

 

１ 中富良野町における６つのポイント 

 町の自殺の実態に即した計画を策定するため、厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」、

自殺総合対策推進センター※「地域自殺実態プロファイル」を基に分析を行いました（第２章第

２節１ 統計データから見る中富良野町の自殺の現状）。 

 また、自殺に対する町民の意識などの実態を把握することを目的とした「こころの健康に関す

る住民意識調査」を実施し、この調査結果を分析しました（第２章第３節２ 住民アンケート調

査結果）。 

 これらの分析結果から見えてきた中富良野町の自殺をめぐる現状をまとめたのが、以下の６つ

のポイントです。 

  

 

 

▼ ６つのポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※ 「自殺総合対策推進センター」とは、改正自殺対策基本法の新しい理念と趣旨に基づき、学際的な観点から関係者が連携し

て自殺対策のＰＤＣＡサイクル（Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）の４段階を繰り返す事によっ

て、業務を継続的に改善する手法）に取り組むためのエビデンス（根拠）の提供及び民間団体を含め地域の自殺対策を支援

する機能を強化することを目的に設立された厚生労働省所管の組織 

 １ 町内における年間自殺者は平均１名であり、 

   自殺死亡率（１０万人あたりの自殺者数）は全国平均と同等である 

 ２ 男性の３０歳代、５０歳代、７０歳代、女性の４０歳代の自殺死亡率が高い 

 ３ アンケート回答者の６％が「本気で自殺したい」と考えたことがある。その内の 

   約半数は現在も思いとどまっていない 

 ４ アンケート回答者の４７％が「身の周りの人を自殺で亡くしている」 

 ５ アンケート回答者の約７割が自殺対策や相談先について知らないと答えた割合が多い 

 ６ アンケート回答者の約 6割が「自殺に対するＰＲ活動」が必要と考えている 
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第２節 自殺者数等の状況 

 

１ 統計データから見る中富良野町の自殺の現状 

（1）年齢別・男女別自殺者数 

中富良野町の自殺の年齢別、男女別推計をみていくと、平成２１年から令和４年までの自殺で

亡くなった人の数は２７人で、５０歳から５９歳の年齢層が最も多くなっています。平成２３年

の 6 人がピークで、それ以降は全体的に減少傾向となっておりますが、平成 27 年には４人に増

加しています。男女別の推移では、男性の自殺者が 18 人、女性の自殺者が９人と２倍となって

いるのが本町の特徴となっております。 

 

図 自殺者数の推移（自殺統計） （単位：人） 

 
 

図 年代別・男女別自殺者人数 （単位：人） 
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（2）中富良野町の自殺による死亡率（長期的・性別、年代別） 

 死亡率は人口１０万人に対する死亡者数で表されます。自殺による死亡率の推移を全国と比べ

てみると概ね全国と同等な数字になっております。 

 性別年代別では、３０歳代、５０歳代、７０歳代の男性、４０歳代の女性の自殺率が全国を大

きく上回っていることが特徴となっております。 

 

 図 中富良野町自殺率（長期・全国比較） 

 

                 資料：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」 

 

 表 自殺者の性・年代別割合と自殺率（１０万対）※ 

２０１８～ 
２０２２年平均 

割合 自殺死亡率 

中富良野町 全国 中富良野町 全国 

総数 100% 100% 16.21  16.40  

男性 75.0% 67.6% 25.51  22.73  

女性 25.0% 32.4% 7.74  10.36  

男性 

20 歳未満 0.0% 2.1% 0.00  3.94  

20 歳代 0.0% 7.7% 0.00  24.26  

30 歳代 25.0% 8.8% 96.71  24.40  

40 歳代 0.0% 12.0% 0.00  26.29  

50 歳代 25.0% 12.1% 60.31  30.44  

60 歳代 0.0% 9.1% 0.00  23.96  

70 歳代 25.0% 9.1% 66.18  26.23  

80 歳以上 0.0% 6.6% 0.00  34.32  

            

女性 

20 歳未満 0.0% 1.4% 0.00  2.72  

20 歳代 0.0% 3.6% 0.00  12.12  

30 歳代 0.0% 3.4% 0.00  9.91  

40 歳代 25.0% 4.9% 65.92  11.12  

50 歳代 0.0% 5.1% 0.00  13.04  

60 歳代 0.0% 4.4% 0.00  11.01  

70 歳代 0.0% 5.2% 0.00  12.86  

80 歳以上 0.0% 4.3% 0.00  12.63  

資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

 

                                                   
※ 「自殺率（１０万対）」とは、自殺者数を地域の人口で割った自殺率（人口１人当たり自殺率）に１０万をかけ、人口１０万

当たりの人数に換算した数値です。 
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（３）支援が優先されるべき対象群 

 ２０１８年から２０２２年の５年間における自殺の実態について、自殺総合対策推進センター

の「地域自殺実態プロファイル」により、町において自殺で亡くなる人の割合が多い属性（性別

×年代別×職業の有無別×同居人の有無別）の上位５区分が示されました。 

 また、この属性情報から、町において推奨される重点施策として「無職者・失業者」「子ども・

若者」「勤務・経営」「高齢者」「生活困窮者」に対する取組が挙げられました。 

 

 表 地域の主な自殺の特徴（特別集計（自殺日・住居地、２０１８年から２０２２年合計）） 

上位５区分 
自殺者数 

５年計 
割合 

自殺率 

（10 万対） 
背景にある主な自殺の危機経路 

１位：女性４0～５9 歳 

無職同居 
1 25% 95.9 

近隣関係の悩み＋家族間の不和→うつ病

→自殺 

２位：男性 20～39 歳 

   有職独居 
1 25% 78.7 

職場の人間関係/仕事の悩み（ブラック企

業）→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

３位：男性 60 歳以上 

   無職同居 
1 25% 54.0 

失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）

＋身体疾患→自殺 

４位：男性 40～59 歳 

   有職同居 
1 25% 41.1 

配置転換→過労→職場の人間関係の悩み

＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル」 

※１ 順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 

※２ 自殺死亡率の算出に用いた人口は、総務省「令和 2 年国勢調査」就業状態等基本集計を基にＪＳＣＰにて推計したもの。 

※３ NPO 法人ライフリンクが行った５００人以上の自殺で亡くなった方についての実態調査から、自殺は、平均すると４つの要因が

連鎖して引き起こされており、それらの要因の連鎖のプロセス（「自殺の危機経路」という）は、性、年代、職業等の属性によっ

て特徴が異なることが明らかになりました。（詳細は『自殺実態白書２０１３』（NPO 法人ライフリンク）） 

   上記表の「背景となった主な自殺の経路」の列には、それぞれのグループが抱え込みやすい要因とその連鎖のうちの主なものが記

載されています。 

 

（4）中富良野町民の睡眠で休養を取れている者の割合 

中富良野町健康増進計画(第三次)では、睡眠不足は疲労感をもたらし情緒を不安定にし、適切な

判断を鈍らせる等、生活の質に大きく影響します。また、睡眠障害はうつ病の一症状として表れ

る事も多く、睡眠障害により再発や再燃のリスクも高まります。さらに近年では睡眠不足や睡眠

障害が、肥満、高血圧、糖尿病など相互に発症・悪化要因であること、心疾患や脳血管障害を引

き起こし、ひいては死亡率の上昇をもたらすことも科学的に明らかになっているとされています。 

健康増進計画によると北海道や国と比較すると低い傾向ではありますが、女性の方が男性に比

べて睡眠不足が多い傾向が見られました。睡眠不足になる原因は様々で、仕事などの環境による

ものなのか、夜間頻尿や肥満による気道閉塞など、身体状況によるものなのか等、各種様々要因

が考えられています。 

 

表 睡眠が不足している人の割合 令和 2～4 年 

睡眠が不足

の人の割合 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

中富良野町 北海道 国 

全体 ２１．２％ ２３．１％ ２０．４％ ２２．２％ ２５．６％ 

男性 １９．６％ １９．５％ １９．２％  

女性 ２５．４％ ２６．７％ ２４．８％ 
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第３節 自殺に関するアンケート調査の結果 

 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

 この調査は、町民の自殺に対する意識などの実態を把握し、この実態に基づいた「中富良野町

自殺対策計画」を見直しするため、町民を対象に「こころの健康に関する住民意識調査」（以下、

住民意識調査）を実施しました。 

 

（２）調査対象者及び調査期間 

 調査対象者：住民基本台帳から無作為に抽出した２０歳から８０歳以下の町民（１，０００人） 

 調査期間：令和５年９月８日～９月３０日 

 

（３）回収状況 

対象者数 有効回収数 有効回答率 

１０００人 ３７４人 

（内１１３人が電子申請） 

３７．４% 

 

（４）報告書の留意点 

 ・アンケート設問のなかでも特徴的となっているデータを記載しております。 

・端数処理の関係上、構成比（%）が１００%とならない場合があります。 

 ・図表の構成比（%）は少数第２位以下を四捨五入したものです。 

 ・複数回答の設問は、すべての構成比（%）を合計すると１００%を超える場合があります。 

 ・選択肢の語句が長い場合、本文や図表中で省略した表現を用いている場合があります。 
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２ 住民アンケート調査結果 

Ⅰ 悩みやストレスに関して 

問6 あなたは悩みやストレスを抱えたときに誰かに悩みを相談したり、助けを求めたりする

ことにためらいを感じますか。（○は1つ） 

悩みを抱えたときやストレスを感じたときに、誰かに相談したり、助けを求めたりすることに

ためらいを感じるか聞いたところ、「そう思う」と答えた者の割合は６％、「どちらかというと

そう思う」と答えた者の割合は１６％、「そう思わない」を答えた者の割合は２８％「どちらか

というとそう思わない」と答えた者の割合は４４％、なお、「わからない」と答えた者の割合は

４％となっている。 

 

問 7 誰かに悩みを相談したり、助けを求めたりすることにためらいを感じる理由につい

て、以下の中から当てはまるものをお選びください。（〇はいくつでも） 

 

回答数=99（複数回答） 

 

悩みを抱えたときやストレスを感じたときに、誰かに相談したり、助けを求めたりすることに

ためらいを感じるかで「そう思う」「どちらかというとそう思う」と答えた者（８４人）に、そ

のためらう理由（複数回答）を聞いたところ「家族や友達など身近な人には、相談したくない悩

みだから」と答えた者の割合が３０人と最も高くなっている。以下には「自分の悩みを解決でき

るところはないと思っているから」（２２人）、「その他」（８人）となっている。 

その他（自由記載）では、「迷惑をかけると思うから」、「どんなタイミングで相談したらい

いか解らない」、「相談したことによる相手に起こる影響などを一応考える」などが挙げられ

た。 

3

8

22

8

16

12

30

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人

無回答

その他

解決できない

専門機関に相談

身近な人に相談

ハードルが高い

相談したくない

思う

22%

思わない

71%

わからない

4%

無回答

2%

思う

思わない

わからない

無回答
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問 8 あなたは悩みやストレスを感じた時に、以下の方法を使って悩みを相談したい

と思いますか。（それぞれに○は１つ） 

a の「直接会って身近な人に個人的に相談する」という項目に、利用しないが２５％、実

際に利用したことはないが利用するが４０％、利用したことがあるが３５％となっている。

b の「電話を利用して個人的に身近な人に相談する」という項目に、利用しないが４３％、

実際に利用したことはないが利用するが３２％、利用したことがあるが２４％となってい

る。c の「LINEや Facebook などの SNS を利用して個人的に身近な人に相談する」とい

う項目に、利用しないが６５％、実際に利用したことはないが利用するが１７％、利用した

ことがあるが１８％となっている。d の「対面や電話による相談機関に相談する」という項

目に、利用しないが６８％、実際に利用したことはないが利用するが２８％、利用したこと

があるが４％となっている。e の「LINEなどのSNS を利用して相談機関に相談する」とい

う項目に、利用しないが８２％、実際に利用したことはないが利用するが１５％、利用した

ことがあるが２％となっている。 

 

 

 

 

 

 

利
用
し
な
い 

実
際
に
利
用
し
た
こ
と

は
な
い
が
利
用
す
る 

 

利
用
を
し
た
こ
と
が
あ
る 

ａ 直接会って身近な人に相談する 25% 40% 35% 

ｂ 電話を利用して身近な人に相談する 43% 32% 24% 

c LINE などの SNS を利用して身近な人に相談する 65% 17% 18% 

d 対面や電話による相談機関に相談する 68% 28% 4% 

e LINE などの SNS を利用して相談機関に相談する 82% 15% 2% 

※無回答は含めず 

Ⅱ 自殺やうつへの考えについて 

問 10 もし身近な人から「死にたい」と打ち明けられた時、あなたはどのように対応しますか。以下

の中であなたの考えに最も近いものをお選びください。（○は1つ） 

もしも身近な人から「死にたい」と打ち明けられたとき、どう対応するのが良いと思うか聞い

たところ、「じっくり話を聞く」と答えが１７８人と最も多くなっている。以下には「解決策を

一緒に考える」（５８人）となっている。 

 その他（自由記載）では、「そばにいる」、「本を薦める」、「話を聴いていろいろ頑張って

きたんだねと伝える」などが挙げられた。 

 

回答数=374 

15
4

39
3

20
58

29
178

5
19

3
1

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人 140人 160人 180人 200人

無回答

何もしない

わからない

その他

相談機関を探す

解決策

医療機関を勧める

じっくり話を聞く

叱る

説得する

励ます

相談に乗らない
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問11 もし身近な人の「うつ病のサイン」に気づいた時、医療機関に相談することを勧めますか。

（○は１つ） 

 

家族など身近な人の「うつ病のサイン」に気づいたとき、専門の相談窓口へ相談することを勧

めるか聞いたところ、「勧める」と答えた者の割合は７３％、「勧めない」と答えた者の割合は

１６％となっている。 

回答数=374 

 

問12 「２ 勧めない」と答えた方に伺います。その理由はなぜですか。以下の中で

当てはまるものに〇をつけてください。（〇はいくつでも） 

身近な人の「うつ病のサイン」に気づいたとき、専門の相談窓口への相談を「勧めない」と答

えた者（５９人）に、勧めない理由を聞いたところ、「根本的な問題の解決にはならないと思う

から」と「どの相談機関の利用を勧めたらよいか分からないから」の二つが２８人と同率で最も

多くなっている 

その他（自由記載）では、「相談相手になって良く話を聞き、それから医療機関が必要か判断

する」、「医療機関を信用できないから」、「精神科はほとんど予約がとれないから、かかれな

い。やっとかかってもほとんど何の為に行っているかわからなかった。」、「病院に行くとすぐ

薬がでる。薬を飲むと変になる人が多い」などが挙げられた。 

 

回答数=94 

 

 

 

 

 

勧める

73%

勧めない

16%

無回答

11%

勧める

勧めない

無回答

0

10

7

28

3

1

28

17

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人

無回答

その他

うつ病は治るから

勧め先の相談機関が不明

金銭面の心配

自分が相談して嫌な思いをした

根本的な解決しない

嫌な思いをさせる
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問 13 もし仮に、あなた自身が「うつ病のサイン」に気づいた時、自ら医療機関に相談しに行こうと

思いますか。（○は１つ）  

 自身の「うつ病のサイン」に気づいたとき、自ら医療機関に相談しに行くかという質問には「行

く」と答えた者の割合が５６％、「行かない」と答えた者の割合が２８％となっている。 

 

 

回答数=374 

 

問14 「２ 行かない」と答えた方に伺います。その理由はなぜですか。以下の中で

当てはまるものに〇をつけてください。（〇はいくつでも） 

 自身の「うつ病のサイン」に気づいたとき、自ら医療機関に相談しに「行かない」と答えた者

（１０３人）に、行かない理由を聞いたところ、「根本的な問題の解決にはならないと思うから」

が５４人と最も多く、以下、「どの相談機関を利用したら良いかわからない」（２２人）、「精神

的な悩みを話すのに抵抗があるから」（２１人）となっている。 

 その他（自由記載）では、「薬が体に悪いことを知っている」、「自分を休ませることが一番だ

から」、「うつ病になってしまったらそういう考えは出てこないと思う」など挙げられた。 

 

回答数=103 

 

 

 

 

 

 

行く

56%行かない

28%

無回答

16%

行く

行かない

無回答

1

17

13

2

10

22

14

54

21

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人

無回答

その他

ほとんど治る

自分には関係ない

金銭的な負担

相談機関がわからない

時間があわない

解決しない

抵抗があるから
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Ⅲ 自殺対策・予防等について 

問15 自殺対策に関する以下のものを知っていましたか。（それぞれに○は１つ） 

 aの「こころの健康相談統一ダイヤル」という項目に、知っていたが９％、「内容は知らない

が言葉は知っている」と「知らなかった」を合わせた合計が８８％となっている。bの「よりそ

いホットライン」という項目に、知っていたが３％、知らないに関する合計が９４％となってい

る。cの「自殺予防週間(９月１０日から１６日)」という項目に、知っているが３％、知らない

に関する合計が９４％となっている。dの「自殺強化月間(３月)」という項目に、知っているが

２％、知らないに関する合計が９４％となっている。eの「ゲートキーパー」という項目に、知

っているが４％、知らないに関する合計が９２％となっている。ｆの「ＳＮＳを活用した相談」

という項目に、知っているが６％、知らないに関する合計が９０％となっている。ｇの「支援情

報検索サイト」という項目に、知っているが２％、知らないに関する合計が９４％となってい

る。ｈの「厚生労働省特設サイト「まもろうよ、こころ」」という項目に、知っているが２％、

知らないに関する合計が９５％となっている。ｉの「中富良野町の自殺防止に関わる相談窓口」

という項目に、知っているが１％、知らないに関する合計が９６％となっている。jの「自殺対

策基本法」という項目に、知っているが２％、知らないに関する合計が９５％となっている。k

の「中富良野町いのちを支える自殺対策計画」という項目に、知っているが１％、知らないに関

する合計が９６％となっている。 

 

 

 

 

 内
容
ま
で
知
っ
て
い
た 

内
容
は
知
ら
な
い
が

言
葉
は
知
っ
て
い
る 

知
ら
な
か
っ
た 

無
回
答 

ａ こころの健康相談統一ダイヤル 9% 63% 25% 3% 

ｂ よりそいホットライン 3% 32% 62% 3% 

ｃ 自殺予防週間（９月１０日から１６日） 3% 21% 73% 3% 

ｄ 自殺対策強化月間（３月） 2% 15% 79% 4% 

ｅ 
ゲートキーパー（自殺のサインに気づき、適切な対応

をとれる人） 
4% 14% 78% 4% 

ｆ 
SNSを活用した相談 

 （LINE：生きづらびっと、こころのほっとチャットなど） 
6% 28% 62% 3% 

ｇ 支援情報検索サイト 2% 15% 79% 4% 

ｈ 厚生労働省特設サイト「まもろうよ こころ」 2% 22% 73% 3% 

ｉ 中富良野町の自殺防止に関わる相談窓口 1% 14% 82% 3% 

ｊ 自殺対策基本法 2% 23% 72% 4% 

ｋ 中富良野町いのちを支える自殺対策計画 1% 11% 85% 3% 
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問17 今後求められる自殺対策の取り組みとしてどのようなものが効果的だと思いま

すか。  （それぞれに○は１つ） 

aの「国や北海道が実施している自殺相談ダイヤルによる電話相談」という項目に、有効だと

思うが４９％、どちらとも言えないが４０％、有効だと思わないが１０％となっている。bの「ゲ

ートキーパーの養成」という項目に、有効だと思うが５９％、どちらとも言えないが３３％、有

効だと思わないが７％となっている。cの「ポスター・チラシ・リーフレットによる啓発」とい

う項目に、有効だと思うが４５％、どちらとも言えないが４２％、有効だと思わないが１３％と

なっている。dの「こどもや若者の自殺予防」という項目に、有効だと思うが６３％、どちらと

も言えないが３２％、有効だと思わないが５％となっている。eの「職場におけるメンタルヘル

ス対策の推進」という項目に、有効だと思うが６４％、どちらとも言えないが２９％、有効だと

思わないが８％となっている。ｆの「ＳＮＳを活用した相談」という項目に、有効だと思うが５

１％、どちらとも言えないが４０％、有効だと思わないが９％となっている。ｇの「自殺の実態

を明らかにする調査・分析」という項目に、有効だと思うが４５％、どちらとも言えないが４５％、

有効だと思わないが１０％となっている。ｈの「様々な悩みに対応した相談窓口の設置」という

項目に、有効だと思うが６４％、どちらとも言えないが３０％、有効だと思わないが６％となっ

ている。ｉの「研修会・講演会の実施」という項目に、有効だと思うが４５％、どちらとも言え

ないが４２％、有効だと思わないが１３％となっている。 

 

 

 

 

 

 

有
効
だ
と
思
う 

ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い 

有
効
だ
と
思
わ
な
い 

ａ 国や北海道が実施している自殺相談ダイヤルによる電話相談 49% 40% 10% 

ｂ ゲートキーパー（自殺のサインに気づき、適切な対応をとれる人）の養成 59% 33% 7% 

ｃ ポスター・チラシ・リーフレットによる啓発（相談窓口紹介含む） 45% 42% 13% 

ｄ こどもや若者の自殺予防 63% 32% 5% 

ｅ 職場におけるメンタルヘルス対策の推進 64% 29% 8% 

ｆ SNS を活用した相談（LINE：生きづらびっと、こころのほっとチャットなど） 51% 40% 9% 

ｇ 自殺の実態を明らかにする調査・分析 45% 45% 10% 

ｈ 様々な悩みに対応した相談窓口の設置 64% 30% 6% 

i 研修会・講演会の実施 45% 42% 13% 
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Ⅳ 本気で自殺をしたいと考えたことがあるかについて 

問 21 あなたはこの 1 年以内に本気で自殺をしたいと考えたことはありますか。（○

は１つ） 

 １年以内に自殺したいと思ったことがあるか聞いたところ，「ない」と答えた者の割合は８

９％，「はい」と答えた者の割合は６％となっている。 

 

 
回答数=374 

 

 

問 22 前の質問（問 21）であるに○を付けた方に質問です。自殺をしたいという考

えを思いとどまった理由は何ですか。（○はいくつでも） 

最近１年以内に自殺したいと思ったことがある者（２３人）に、どのようにして思いとどまっ

たか聞いたところ、「まだ『思いとどまれた』とは言えない」という答えが12人と最も多くな

っている。以下、「我慢した」（9人）、「家族や大切な人が、悲しむことが頭に浮かんだ」

（7人）、「家族や友人、職場の同僚など身近な人に悩みを聞いてもらった」、「できるだけ休

養を取るようにした」、「時間の経過とともに忘れさせてくれた」が3人となっている。 

その他（自由記載）では、「かかりつけの医療機関の医者に相談した」、「子どもたちが生き

ていけるか不安になって思いとどまった。」、「どの方法か決められなかった。自殺は本当に最

終手段だと思った。もっと辛い人が他にいるから。」が挙げられた。 

 

回答数=23 

 

 

ない

89%

ある

6%

無回答

5%

ない

ある

無回答

0

4

12

9

2

3

3

7

3

0人 2人 4人 6人 8人 10人 12人 14人

無回答

その他

思いとどまってない

我慢した

趣味や仕事

時間の経過

休養

頭に浮かんだ

人に相談
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第３章 計画の基本的な考えかた 

 

１ 自殺対策の基本理念 

 

 

 

自殺はその多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だけでなく、

過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因があることが知られて

います。 

自殺行動に至った人の直前の心の健康状態を見ると、大多数は様々な悩みが原因で追い詰めら

れ自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥った結果、抑うつ状態にあったり、うつ病、アルコ

ール依存症等の精神疾患を発症していたりするなど、これらの影響により正常な判断を行うこと

ができない状態となっていることが明らかになっています。このように個人の自由な意思や選択

の結果ではなく、「自殺はその多くが追い込まれた末の死」ということができます。このことを社

会全体で認識するよう改めて徹底していく必要があります。 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こりうる危機」です。 

そのため、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携を図りながら社

会における「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進要因」を増やすことを通じた

「生きることの包括的な支援」によって社会全体の自殺リスクを低下させ、誰も自殺に追い込ま

れることのない社会の実現を目指します。 

             

図 自殺の危機要因イメージ 

 

□ 社会が多様化する中で、地域生活の現場で起きる問題は多様化・複合化している 

□ 複雑化・複合化した問題が最も深刻化したときに自殺は起きる「平均４つの要因 

（問題）が連鎖する中で自殺が起きている」とする調査もある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 
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２ 自殺対策の基本方針 

 令和４年１０月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」を踏まえ、町では次の６点を自殺対策

における「基本方針」として、本計画の推進を図ります。 

 

 

（１）「生きることの包括的な支援」としての自殺対策を推進する 

個人においても社会においても、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より「生

きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高くなります。裏を返

せば、「生きることの阻害要因」となる失業や多重債務、生活苦等を同じように抱えていても、全

ての人や社会の自殺リスクが同様に高まるわけではありません。「生きることの促進要因」となる

自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等と比較して、阻害要因が上回れば自殺リスク

は高くなる一方で、促進要因が「生きることの阻害要因」を上回れば自殺リスクは高まりません。    

そのため自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」

を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で、生きることの包括的

な支援として推進していく必要があります。 

 

（２）関連機関の施策との有機的な連携による総合的な取組を推進する 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場のあり方の変化など

様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況、死生観などが複雑に関係しており、自殺に追い込

まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防ぐためには、精神保健的な視点

だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。また、このような包括的な取

組を実施するためには、様々な分野の施策、人々や組織が密接に連携する必要があります。 例え

ば、自殺の危険性の高い人や自殺未遂者の相談、治療に当たる保健・医療機関においては、心の

悩みの原因となる社会的要因に対する取組も求められることから、問題に対応した相談窓口を紹

介できるようにする必要があります。また、経済・生活問題の相談窓口担当者も、自殺の危険を

示すサインやその対応方法、支援が受けられる外部の保健・医療機関など自殺予防の基礎知識を

有していることが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 「生きることの包括的な支援」としての自殺対策を推進する 

 ２ 関連機関の施策との有機的な連携による総合的な取組を推進する 

 ３ 対応レベルと段階に応じた、さまざまな施策を効果的に連動させる 

 ４ 自殺対策における実践的な取組と啓発を両輪で推進する 

 ５ 関係者の役割を明確化し、関係者同士が連携・協働して取り組む 

 ６ 自殺者及び遺族等の名誉、生活の平穏に配慮する 
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（３）対応のレベルと段階に応じた、さまざまな施策を効果的に連動させる 

自殺対策に係る個別の施策は、以下の３つのレベルに分けて考え、これらを有機的に連動させ

ることで総合的に推進していきます。  

個々人の問題解決に取り組む相談支援を行う「対人支援のレベル」、問題を複合的に抱える人に

対して包括的な支援を行うための関係機関等による実務連携などの「地域連携のレベル」、法律、

大綱、計画等の枠組みの整備や修正に関わる「社会制度のレベル」の３つです。 

また、前項の自殺対策に係る３つのレベルの個別の施策は、①事前対応：心身の健康の保持増

進についての取組、自殺や精神疾患等についての正しい知識の普及啓発等自殺の危険性が低い段

階で対応を行うこと、②自殺発生の危機対応：現に起こりつつある自殺発生の危険に介入し、自

殺を発生させないこと、③事後対応：自殺や自殺未遂が生じた場合に家族や職場の同僚等に与え

る影響を最小限とし、新たな自殺を発生させないこと、そして発生当初から継続的に遺族等にも

支援を行うこと、の段階ごとに効果的な施策を講じる必要があります。 

 

（４）自殺対策における実践的な取組と啓発を両輪で推進する 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る危機」です。危機に陥った人の心情や

背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、危機に

陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、社会全体の共通認識となる

ように、引き続き積極的に普及啓発を行う必要があります。 

 

（５）関係者の役割を明確化し、関係者同士が連携・協働して取り組む 

我が国の自殺対策が最大限その効果を発揮して「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を

実現するためには、国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業、国民等が連携・協働して国を

挙げて自殺対策を総合的に推進することが必要です。そのため、それぞれの主体が果たすべき役

割を明確化、共有した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築することが重要です。 

 

（６）自殺者及び遺族等の名誉、生活の平穏に配慮する。 

自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び生活の平穏に十分配慮して自殺対

策に取り組みます。 
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《中富良野町の自殺対策５本柱》 

 １ 自殺予防の理解促進と環境整備 

 ２ 相談・支援の充実 

 ３ 生きることの促進要因への支援 

 ４ こころの健康づくりの推進 

 ５ 広域的な取組やネットワークの促進 

第４章 自殺対策の具体的取組 

 

第１節 中富良野町の自殺対策５本柱 

 

１ 中富良野町の自殺対策 

 中富良野町では、町の自殺実態や住民意識調査の結果を踏まえ、かつ自殺対策の基本方針によ

り、「誰も自殺に追い込まれることのない中富良野町」の実現を目指して、主に以下の５つの施策

を展開していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 自殺予防の理解促進と環境整備 

 

自殺に追い込まれるという危機は「誰にでも起こり得る」ことですが、危機に陥った人の心情

や背景が理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、危機

に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適切であるということが社会全体の共通認識とな

るよう、積極的に普及啓発を行う必要があります。 

 

１ 自殺予防のための環境整備 

 関係部署、消防署と連携し、自殺や自殺未遂に関する実態を把握し、自殺の起こりにくい環境

への整備を進めます。 

事業名 取組 担当課 

(1)自殺の実態把握 

自殺対策に必要な環境整備を進めるため、町内の

自殺者（未遂者含）情報の分析を保健所や関係部署と

連携して実施します。 

福祉課 

(２)自殺を防ぐ環境整備 

自殺の起こりやすい場所を分析・把握し、公共施設、

公園などで多発している場合、施設管理や修繕を検

討しハイリスク対策を進めます。 

建設水道課 
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２ 自殺予防のための情報提供と普及啓発 

 現在、町では自殺予防につながる窓口がありますが、周知度は高いとは言えない状況にありま

す。今後、相談窓口の周知を高めるとともに、自殺予防週間や自殺対策強化月間に普及啓発を行

い、富良野地域自殺予防対策連絡会議を通じて富良野地域全体で自殺予防のための情報提供や普

及啓発を進めます。 

事業名 取組 担当課 

(1)相談の受け皿の周知 
広報やホームページ、各種事業を通じて相談窓口

や相談場所の周知徹底を図ります。 
福祉課 

(2)自殺予防週間・自殺対

策強化月間の実施 

９月の自殺予防週間や、３月の自殺対策強化月間

に広報や各種事業を通じて、普及啓発を実施します。 
福祉課 

(3)図書館整備事業 
読書環境の充実を図り、図書を通じて多彩な知見

に触れ命の大切さについて知る環境を整備します。 
教育課 

(4)富良野地域自殺予防

対策連絡会議 

富良野地域（富良野市、中富良野町、上富良野

町、南富良野町、占冠村）では、広域による自殺対

策事業として、富良野保健所において自殺予防対

策に関し、各関係機関と情報を共有するとともに、

相互の連携・協力により、総合的かつ効果的な自

殺対策の推進を図るため、富良野地域自殺予防対

策連絡会議を設置しています。 

今後とも富良野地域全体で自殺予防のための情

報提供や普及啓発等に取り組みます。 

福祉課 

 

第３節 相談・支援の充実 

 

１ 相談・支援体制の充実 

 現在、町では相談内容に応じた様々な窓口を設置しています。今後もこれらの相談窓口の周知

向上と利用促進に努めます。 

 

事業名 取組 担当課 

(1)保健師による相談 
保健師による家庭訪問や面談等で身体やこころの

相談を実施しています。 
福祉課 

(2)認知症や介護等に関

する相談  

自殺は高齢者にも多い傾向があるため、認知症や

介護、うつに関連する相談を実施し、本人や家族の身

体やこころの相談を実施します。 

福祉課 

地域包括支

援センター 

(３)障がい者総合相談 

在宅の障がい者やその家族の地域における生活を

支援するため、障がいのある人、その保護者、介護者

等からの相談に応じ、必要な情報提供や権利擁護の

ために必要な援助を行います。 

福祉課 
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事業名 取組 担当課 

(４)人権相談 
家庭内のいざこざや近隣問題等、いじめ、差別、セ

クハラ、パワハラ等に関する相談を行います。 
福祉課 

(５)法律相談 

不動産登記、商業、法人登記、相続、多重債務、成

年後見、その他様々なトラブルや法律紛争、法的手続

きの身近な法律相談を行います。 

総務課 

 

 

２ アウトリーチ型支援・寄り添い型支援の推進 

 自殺念慮1や自殺未遂者は、自ら SOSを発することが困難で、環境の変化に応じた継続的な支

援が大切であることから、従来の窓口による相談支援に加えて、アウトリーチ型・寄り添い型の

支援を推進していきます。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)アウトリーチ型支援

の推進  

「アウトリーチ型支援」とは、社会福祉や保健など

の従事者が支援を必要とする人のところへ直接出向

いて行う支援のことです。 

町では、すでに保健師や管理栄養士、社会福祉士、

理学療法士によるアウトリーチを実施しており、今

後とも推進していきます。 

福祉課 

地域包括支

援センター 

(２)寄り添い型支援の推

進 

「寄り添い型支援」とは、自力で解決するエネルギ

ーが残っていない方に耳を傾け、支援を必要とする

人に１対１で抱えている問題が解決するまで継続的

に行う支援のことです。 

庁内の関係各課等の機関と連携しながら、自殺未

遂者（念慮者）等への寄り添い型支援を行います。 

福祉課 

庁内関係 

各課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1「自殺念慮」とは、 自殺したいという思い、気持ち 
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第４節 生きることの促進要因への支援 

 

 自殺対策は、個人においても社会においても、「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、

「生きることの促進要因」を増やす取組を行うことが必要です。そのため、さまざまな分野にお

いて「生きることの促進への支援」を推進していきます。 

 

１ 妊産婦・子育てをしている保護者への支援 

 本町では、妊婦・産婦・子育てをしている保護者に対して、保健師、管理栄養士、社会福祉士、

理学療法士、保育士等が一人ひとり顔の見える関係を構築し、妊娠から出産、子育てに至る包括

的な支援を行っており、今後とも、支援の充実を図り、自殺のリスク低下に努めます。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)子育て世代包括支援

センター事業 

妊娠から出産、子育てを応援していく相談窓口と、

多職種や地域と連携しながら妊娠期からの子育てを

支援していく事業を展開しています。 

福祉課 

(２)妊産婦訪問事業 

新生児訪問事業 

保健師が対象の妊婦さんに、赤ちゃんを迎える生

活の様子や出産後の母子保健サービスの説明を行い

ます。 

地区の担当保健師が、新生児全員を訪問し、予防接

種の受け方や体重の確認等を行います。また、2 ヶ

月児には保育士も訪問しています。 

福祉課 

(３)子育て支援センター

事業 

子育て支援センターにおいて、専任保育士が常駐

し、開放の他にも遊びの教室、育児相談、子育てサー

クル支援など、子育て関連情報の提供を行います。 

福祉課 

(４)要支援家庭の早期発

見、支援 

認定こども園、幼稚園、子育て支援センター及び、

小・中学校と連携し、要支援家庭の早期発見、支援に

努めます。 

福祉課 

教育課 
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２ 生活困窮者に対する支援 

 生活困窮の背景として、虐待、性暴力被害、依存症、性的マイノリティ、知的障害、発達障害、

精神疾患、介護、多重債務、労働などの多様な問題を複合的に抱えることが多い傾向です。 

 そのため、生活困窮は経済的な困窮にとどまらず、自殺のリスクが高い傾向にあります。 

 町では、平成２７年４月に施行された生活困窮者自立支援法に基づく支援を行っていますが、

今後は、生活困窮者への支援と自殺対策が相互に連携しながらすすめていきます。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)生活困窮者自立支援

事業 

関係機関において生活困窮者を自立相談支援セン

ターにつなげる体制を整備します。 

暮らしや仕事など生活面で困っている人に対し、

生活困窮者自立支援法に基づく自立支援事業によ

り、早期段階から個別支援を提供していきます。 

生活困窮者が抱えている課題を評価・分析（アセス

メント）し、ニーズに応じた各種相談が行われるよ

う、関係機関と連絡調整します。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

(２)低所得者の生活支援  

民生児童委員、社会福祉協議会、道と連携し、低所

得者の的確な把握に努めるとともに、生活の安定と

自立支援に向けた活動を推進します。 

福祉課 

(３)徴税、滞納に関する

早期支援  

納税相談等の中で、住民の生活面での問題や困難

な状況を把握し、そうした方を支援するきっかけ作

りを行い、自殺リスクの早期発見を推進します。 

滞納者は経済的な困難を抱えている方も少なくな

いため、納付勧奨等の措置を講じる中で当事者から

状況の聞き取りを行い、早期支援につなげます。 

福祉課 

税務住民課 

(4)公共職業安定所(ハロ

ーワーク)の紹介 

無職者・失業者に対して必要時には公共職業安定

所(ハローワーク)を紹介します。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

(5)高齢者事業団の紹介 
勤労意欲のある高齢者に対して、高齢者事業団を

紹介します。 

福祉課 

社会福祉協

議会 
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３ 高齢者に対する支援 

 高齢者は身体機能、認知機能の低下や親しい人との死別などにより、閉じこもりやうつ状態に

なりやすく、孤立・孤独に陥りやすいことから地域包括支援センター事業や地域包括ケアシステ

ム等と連動した包括的な事業の展開をはかる必要があるため、高齢者を取り巻く環境の変化に応

じた支援に努めます。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)基準緩和型通所サー

ビス「あゆみ」 

地域包括支援センターにおいて、基本チェックリ

ストにより「事業対象者」と判定された方、要介護認

定を受け「要支援」と判定された方を対象に、介護予

防事業「あゆみ」を行います。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

(２)基準緩和型通所サー

ビス「なかトレ」 

地域包括支援センターにおいて、基本チェックリ

ストにより「事業対象者」と判定された方、要介護認

定を受け「要支援」と判定された方を対象に、介護予

防事業「なかトレ」を行います。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

(３)基準緩和型訪問サー

ビス「いくよ」 

地域包括支援センターにおいて、基本チェックリ

ストにより「事業対象者」と判定された方、要介護認

定を受け「要支援」と判定された方を対象に、介護予

防事業「いくよ」を行います。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

(４)認知症予防運動教室  

健康運動指導士による認知症を予防するための体

操や、クイズやゲーム形式での認知症予防を図る「脳

体１００歳エクササイズ」を行います。 

社会福祉協

議会 

(５)体力向上運動教室  

健康運動指導士による、高齢者の体力向上・維持を

目的として、身体機能の向上体操や音楽を用いた体

操などを行う「体力向上運動教室」を行います。 

社会福祉協

議会 

(６)開放型サロン事業 

高齢者はもとより町民誰もが利用できる開放型サ

ロン「あつまーる」を運営し、地域での孤立予防、世

代間交流を通じての生きがいづくりを推進します。 

福祉課 

社会福祉協

議会 

(７)地域支援事業（一般

介護予防事業、包括的

支援事業） 

高齢者や要支援者などに対し、介護予防を目的に

して身体評価などの機能訓練や閉じこもり予防、自

立支援に資するサービスを提供します。 

福祉課 

(８)緊急通報システム 
独居老人等に対して、緊急通報用電話機を設置し、

緊急事態に対応できる救援体制の整備を図ります。 
福祉課 
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第５節 こころの健康づくりの推進 

 

 自殺に至るまでの要因は様々でありますが、地域とのつながりとこころの健康状態との関係か

ら、身近な地域や学校、職場における心の健康づくりを進める必要があります。 

 

１ 高齢者に対する支援 

 町では、地域での交流場所や集まる機会が多く設置、運営されています。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)サロン支援事業 
社会福祉協議会において、身近な交流の場となる

よう町民とともに企画・運営を図ります。 

社会福祉協

議会 

(２)老人クラブ活動 

町民の理解を図るとともに、高齢者社会のリーダ

ーとなるべき指導者の養成を図り、さらなる組織の

充実を支援します。 

社会福祉協

議会 

(３)人権教育、啓発活動  

DV、子どもの人権、高齢者、障がい者のための人

権教育・啓発を、学校や地域社会、職場や家庭など、

様々な機会や場所を捕らえて教育・啓発活動を行い

ます。 

福祉課 

教育課 

(４)民生児童委員活動 

民生児童委員は、現在２１名が委嘱され、町民の身

近な相談相手として活躍しています。民生児童委員

は、地域福祉の主要な担い手としてますます重要と

なっていくことから、引き続きその活動を支援して

いきます。 

福祉課 

(５)配食サービス事業 
独居高齢者等に対し配食サービスを提供すること

で見守りや高齢者の孤独感の解消を図ります。 

福祉課 

社会福祉協

議会 
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２ 学校におけるこころの健康づくり 

 学校におけるいじめも自殺のリスクとなっています。学校においては児童の悩みを受け止めら

れるよう相談体制を強化するとともに、不登校児童への対応やいじめ対策、命を大切にする教育

を推進します。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)生徒指導・教育相談

の充実 

一人ひとりを大切にし、信頼関係に立つ教育を推

進するため、情報収集に努めるとともに、チーム対応

ができるよう、報告・連絡・相談体制を強化します。 

教育課 

(２)教育相談の強化（い

じめ問題含む） 

こども本人の相談や、こどもの教育上の悩みや心

配事に関する相談を、教育相談員及びスクールカウ

ンセラーが対面で受け付けます。また、仕事の都合や

家庭の事情等で来室できない場合には、電話相談も

行うなどの支援も推進します。 

教育課 

(３)不登校児への対応 

スクールカウンセラーの配置や教育相談員との連

携強化を図り、不登校児童生徒の悩みの克服と人間

関係づくりを支援し、一日も早い学校復帰（学級復

帰）と生徒の自己実現を支援して行きます。 

教育課 

(４)命を大切にする教育

の推進 

道徳、特別活動、保健・体育、総合的な学習の時間

を中心としつつ、教育活動全体で命を大切にする教

育を推進します。 

教育課 

 

３ 職場におけるこころの健康づくり 

 職場環境のさまざまな負荷が労働者の心の健康に重大な影響を及ぼしていると考えられていま

す。 

 そのため、役場におけるメンタルヘルス対策を進めるとともに、町内企業における取組の普及

に努めます。 

 

事業名 取組 担当課 

(１)役場におけるメンタ

ルヘルス対策  

 職員に対するストレスチェックを定期的に行い、

心身面の健康の維持増進を図ります。 
総務課 

(２)就労者のメンタルヘ

ルス対策 

 相談先の周知や紹介を通じて、適切な対応を行え

る体制づくりを推進します。 
福祉課 
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第６節 広域的な取組やネットワーク構築の推進 

 

 町では、住み慣れた地域で、いつまでも生活できるために、保健・医療・介護・予防等が切れ目

なく有機的に連携する包括ケアシステムを推進しています。町民の思いに寄り添い支援を進める

このシステムは、高齢者に限らず、必要とされる方に対し、一体的に支援を提供する体制をつく

っています。今後はさらに地域包括ケアシステムを充実させるため、地域や様々な関連機関と協

働していく必要があります。 

 自死は遺されたご家族や友人に心理的に大きな影響や心の傷を与えます。また、その心の傷に

よって辛く苦しい思いを抱え続けている方も少なくありません。 

 また、自殺未遂者の４割は過去に自殺未遂の経験があるとの調査結果もあり、自殺未遂者の再

度自殺への思いを防ぐために、継続的な支援が必要となります。 

 

１ 連絡協議体制やネットワーク構築の推進 

 富良野地域自殺予防対策連絡会議において広域的な観点から自殺予防対策を進めるとともに、

町内の関係機関、団体による保健福祉総合推進委員会においてネットワークの強化を図り、誰も

自殺に追い込まれることのない地域を目指して、有機的な連携・協働をして総合的に自殺対策を

推進します。 

 

事業名 取組 担当課 

(1)富良野地域自殺予防

対策連絡会議 

富良野保健所において自殺予防対策に関し、

各関係機関と情報を共有するとともに、相互の

連携・協力により、総合的かつ効果的な自殺対策

の推進を図るため、富良野地域自殺予防対策連

絡会議を設置しています。 

今後とも富良野地域全体で自殺予防のための

情報提供や普及啓発等に取り組みます。 

福祉課 

(２)中富良野町保健福祉

総合推進委員会 

町民だれもが住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けることができるよう、保健、医療、福祉等

のサービスを切れ目なく提供することができる

まちづくりの推進を図るため、委員会を設置し

福祉業務について評価、検討を行い、自殺予防対

策においてもネットワークの強化などを図って

いきます。 

福祉課 

(３)地域ケア会議 

月に一度富良野圏域の病院関係者、介護サー

ビス事業所、介護支援専門員等が参加して高齢

者の自立支援に繋がる情報共有を行い地域の実

情を把握する。 

福祉課 
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２ 自死遺族の支援、自殺企図防止の取組 

 保健所や関係機関等と連携し、自死遺族や自殺未遂者への支援を行います。 

 

事業名 取組 担当課 

(1)自死遺族の「つど

い」等の案内 

保健所において情報提供される自死遺族に関

する「つどい」等の案内を周知していきます。 
福祉課 

(２)自殺未遂者への支援  

自殺未遂者に対する寄り添い型支援として医

療機関等と連携し、自殺再企図を防止するため

の支援を行います。 

福祉課 
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【中富良野町保健福祉総合推進委員会】 

① 自殺予防対策の策定及び総合的な自殺対策の推進に関すること 

② 自殺予防対策の啓発及び相談体制の充実に関すること 

③ その他、自殺予防対策の推進に必要な事項 

④ 構成員（１）社会福祉協議会の役職員 

（２）民生委員 

（３）教育委員 

（４）食生活改善協議会に所属する者 

（５）身体障害者福祉協会に所属する者 

（６）児童福祉団体に所属する者 

（７）商工団体に所属する者 

（８）社会福祉法人及びボランティア活動を行う団体に所属する者 

（９）介護保険の被保険者 

（１０）生活支援コーディネーター 

（１１）町の介護事業部門及び医療部門の職員 

（１２）その他、町長が必要と認める者 

 

第５章 自殺対策の推進体制 

 

１ 中富良野町における自殺対策の推進体制 

 「誰も自殺に追い込まれることのない中富良野町」の実現を目指して、役場組織外の関係機関

並びに民間団体等と緊密な連携を図るとともに、さまざまな関係者の知見を活かし、自殺対策を

総合的に推進します。 

 そのため、中富良野町保健福祉総合推進委員会に、必要に応じ、保健、医療、福祉に関する調

整及び事業の検討並びに連携を図るため、庁内組織等による連携会議を設置できるものとします。 
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